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１. はじめに                            

「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」（以下、「コロナ交付金」と言う。）は、新型コロナウイル

スの感染拡大防止及び感染拡大の影響を受けている地域経済や住民生活を支援し地方創生を図るため、

地方公共団体が地域の実情に応じて、きめ細やかに必要な事業を実施できるよう創設されたものです。 

令和 5 年度においては、地方公共団体が新型コロナウイルスへの対応に幅広く活用可能な「通常分交付

金」に加え、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対し、地方公共団体が

地域の実情に合わせて必要な支援をきめ細やかに実施するための、電力・ガス・食料品等価格高騰重点

支援地方交付金(重点交付金)」が配分されました。 

 各地方公共団体においては、コロナ交付金を活用し実施した事業の終了後、事業の効果を測定し、事業の

実施状況や効果検証結果を公表することとされています。 

 このことから、令和 5 年度に本市においてコロナ交付金を活用し実施した事業についての実施状況及び

効果検証結果を公表いたします。 

 

 

２. コロナ交付金の配分状況 (令和５年度分)              

 令和 5 年度に本市に対し配分されたコロナ交付金の額は、197,662 千円です。 

コロナ交付金の区分ごとの内訳は次の表のとおりです。 

 

Ｒ5 コロナ交付金配分額 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

金額(千円)

4,204

193,458

低所得者支援枠 71,922

　給付費 66,600

　事務費 5,322

推奨事業メニュー枠 121,536

197,662

区　分

合計

通常分

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金（重点交付金）
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３. コロナ交付金の活用状況 (令和５年度分)                

令和 5 年度にコロナ交付金を活用し実施した全 8 事業における事業分類ごと交付金活用額は、次の表

のとおりです。 

 

 

事業分類ごとのコロナ交付金活用額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

充当額（円） 充当割合

71,951,559 71,951,559 36.4%

1
電力・ガス・食料品等価格高騰生活支援
特別給付金給付事業【低所得者世帯給付金】

66,630,000 66,630,000

2
電力・ガス食料品等価格高騰生活支援
特別給付金給付事業(事務費)

5,321,559 5,321,559

生活者支援　　　　（３事業） 84,537,720 79,513,492 40.2%

7 キャッシュレス決済ポイント還元事業 36,785,825 36,785,825

8 プレミアム付商品券発行事業 38,523,667 38,523,667

12 学校給食費物価高騰対応事業 9,228,228 4,204,000

事業者支援　　　　（２事業） 40,829,851 40,829,851 20.7%

9 事業者に対するエネルギー価格高騰分支援事業 33,493,847 33,493,847

10 畜産業者に対する飼料価格高騰分支援事業 7,336,004 7,336,004

その他　　　　　　　（１事業） 7,232,000 5,366,657 2.7%

13
指定管理者に対する電気価格・原油価格高騰分
支援事業

7,232,000 5,366,657

204,551,130 197,661,559 100.0% 合　計　  　　　　　(８事業)

事業分類 事業費
（円）

低所得世帯支援　（２事業）

コロナ交付金

計画書Ｎｏ ・ 事業名
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４. コロナ交付金活用事業 効果検証 (令和５年度分)            

コロナ交付金を活用した 8 事業について、事業実施担当課において効果検証を実施し、4 段階（「1.非常

に効果的であった」、「2.効果的であった」、「3.あまり効果的でなかった」、「4.効果的であった」）で事業効果の検証を行

いました。事業効果について、8 事業中、「1.非常に効果的であった」事業は 6 事業、「2.効果的であった」

事業は 2 事業となり、令和 5 年度にコロナ交付金を活用し実施した事業については、その事業効果があっ

たものと言えます。 

 

コロナ交付金活用事業 効果検証結果 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎｏ． 事業名

7 キャッシュレス決済ポイント還元事業

8 プレミアム付商品券発行事業

9 事業者に対するエネルギー価格高騰分支援事業

10 畜産業者に対する飼料価格高騰分支援事業

12 学校給食費物価高騰対応事業

13
指定管理者に対するエネルギー価格高騰分
支援事業

「1.非常に効果的であった」　6事業

Ｎｏ． 事業名

1
電力・ガス・食料品等価格高騰生活支援
特別給付金給付事業【低所得者世帯給付金】

2
電力・ガス食料品等価格高騰生活支援
特別給付金給付事業(事務費)

「2.効果的であった」　２事業

「3.あまり効果的でなかった」　　　　　　

「4.効果的でなかった」　　　　　　　　　　
なし



 

５. コロナ交付金活用事業  一覧、事業毎の実施状況・効果検証結果 （令和５年度分）       
                                                        

令和 5 年度にコロナ交付金を活用し実施した事業の一覧は次のとおりです。 

事業毎の実施状況・効果検証結果の詳細については、5 ページ以降の「実施状況・効果検証シート」に記載しています。 

 

事業一覧 

 

交付金
充当経費

国庫補助額 その他

1
電力・ガス・食料品等価格高騰
生活支援特別給付金給付事業
【低所得者世帯給付金】

コロナ禍において物価高が続く中で低所得世帯
への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。

重点支援分
(低所得世帯支援
分),(推奨事業メ

ニュー分

④-Ⅳ．コロナ禍
において物価高
騰等に直面する
生活困窮者等へ
の支援

①エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う低
所得世帯支援

社会福祉課 66,630,000 66,630,000 「2.効果的であった」

2
電力・ガス食料品等価格高騰生
活支援特別給付金給付事業(事
務費)

事業Ｎｏ．1に係る事務経費
重点支援分

(低所得世帯支援
分)

④-Ⅳ．コロナ禍
において物価高
騰等に直面する
生活困窮者等へ
の支援

①エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う低
所得世帯支援

社会福祉課 5,321,559 5,321,559 「2.効果的であった」

7
キャッシュレス決済ポイント還
元事業

コロナ禍において物価高が続く中で、キャッシュ
レス決済利用額の10％をポイント還元すること
で消費を下支えし、生活者及び事業者を支援す
る。

重点支援分
(推奨事業メ
ニュー分)

④-Ⅳ．コロナ禍
において物価高
騰等に直面する
生活困窮者等へ
の支援

③消費下支え等
を通じた生活者

支援

商工振興・企業誘
致課

36,785,825 36,785,825 「1.非常に効果的であった」

8 プレミアム付商品券発行事業

コロナ禍において物価高が続く中で、プレミアム
付商品券（プレミアム率20%、発行総額2億4千
万円）を商工会を通じ販売することで消費を下
支えし、生活者及び事業者を支援する。

重点支援分
(推奨事業メ
ニュー分)

④-Ⅳ．コロナ禍
において物価高
騰等に直面する
生活困窮者等へ
の支援

③消費下支え等
を通じた生活者

支援

商工振興・企業誘
致課

38,523,667 38,523,667 「1.非常に効果的であった」

9
事業者に対するエネルギー価
格高騰分支援事業

コロナ禍においてエネルギー価格の高騰が続く
中で、市内事業者に対しエネルギー価格高騰分
の一部を補助することで、市内事業者を支援す
る。

重点支援分
(推奨事業メ
ニュー分)

④-Ⅱ．エネル
ギー・原材料・食
料等安定供給対
策

⑦中小企業等に
対するエネル

ギー価格高騰対
策支援

商工振興・企業誘
致課

33,493,847 33,493,847 「1.非常に効果的であった」

10
畜産業者に対する飼料価格高
騰分支援事業

コロナ禍において飼料価格の高騰が続く中で、
市内畜産業者に対し飼料価格高騰分の一部を補
助することで、市内畜産農家を支援する。

重点支援分
(推奨事業メ
ニュー分)

④-Ⅱ．エネル
ギー・原材料・食
料等安定供給対
策

⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
農林振興課 7,336,004 7,336,004 「1.非常に効果的であった」

11
（交付金
充当な

し）

こども応援米支給事業

コロナ禍において物価高騰が続くなかで、低所
得の子育て世帯及びひとり親世帯の経済的負担
の軽減を図るため、子ども1人あたり海津市産
米10㎏を支給する。

重点支援分
(推奨事業メ
ニュー分)

④-Ⅳ．コロナ禍
において物価高
騰等に直面する
生活困窮者等へ
の支援

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

こども未来課 1,277,138 0 1,277,138

12 学校給食費物価高騰対応事業

コロナ禍において食材料費の高騰が続くなか
で、子育て世帯を支援するため、学校給食材料
費の価格高騰分を公費で補い、保護者負担を増
額やすことなく、学校給食の質・量を維持する。

通常分

④-Ⅳ．コロナ禍
において物価高
騰等に直面する
生活困窮者等へ
の支援

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

教育総務課
(給食センター)

9,228,228 4,204,000 5,024,228 「1.非常に効果的であった」

13
指定管理者に対するエネル
ギー価格高騰分支援事業

コロナ禍においてエネルギー価格の高騰が続く
なかで、公共施設の安定的・継続的な運営を支
援するため、施設を管理する指定管理者(温泉2
施設、市民プール)に対して、エネルギー価格高
騰分の一部を支援する。

重点支援分
(推奨事業メ
ニュー分)

④-Ⅰ．原油価格
高騰対策

⑨推奨事業メ
ニューよりも更に
効果があると考

える支援

観光・シティプロ
モーション課

文化・スポーツ課
7,232,000 5,366,657 1,865,343 「1.非常に効果的であった」

205,828,268 197,661,559 0 8,166,709

効果検証結果総事業費

合計　　（コロナ交付金充当事業：８事業/9事業)

国の経済対策と
の関係

種類目的・概要 担当課交付金の区分Ｎｏ 事業名
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#

0 0

種別
―

定性的評価
物価高騰の影響を特に受ける低所得世帯に対し、迅速に給付金を支給することが出来た。
申請期限の1ヶ月前には、未申請の方に再度通知を送付した。結果、期限までに多くの申請があり
支援率は目標値に近い数値となった。

交付金の区分
重点支援分(低所得世帯支援分)

重点支援分（推奨事業メニュー分）
国の経済対策との関係

④-Ⅳ．コロナ禍において物価高騰等
に直面する生活困窮者等への支援

重点交付金における
種類

①エネルギー・食料品価格等の物価高
騰に伴う低所得世帯支援

その他

進捗状況
事業期間

進捗状況 事業開始年月日

効果検証

効果 ２.効果的であった

定量的評価 対象者への支援率
目標値 実績値 達成率

100% 87.4% 87.4%

事業完了年月日

完了 R5.7.31 R5.11.29

市民への
周知方法

市ホームページ 市報 その他(具体的に) 周知用のチラシを庁舎内に掲示

事業概要

事業費
（円）

目 的 ・ 内 容

事 業 の 対 象

令和5年度分の住民税均等割非課税世帯、令和5年の家計急変世帯

66,630,000 円

総事業費
交付金充当経費 国庫補助額 その他

66,630,000 66,630,000

コロナ交付金活用(充当)事業　実施状況・効果検証シート

R5 年度

No, 1 事業名
電力・ガス・食料品等価格高騰生活支援
特別給付金給付事業
【低所得者世帯給付金】

担当課 社会福祉課

補助金

電力・ガス・食料品等価格高騰生活支援特別給付金
(R5住民税非課税世帯に対する3万円給付)

2,221件

66,630,000円

コロナ禍において物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

総　額

経 費 の 内 訳
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定量的評価 対象者への支援率
目標値 実績値 達成率

100% 87.4% 87.4%

市民への
周知方法

市ホームページ 市報 その他(具体的に) 周知用のチラシを庁舎内に掲示

効果検証

効果 ２.効果的であった

定性的評価
物価高騰の影響を特に受ける低所得世帯に対し、迅速に給付金を支給することが出来た。
申請期限の1ヶ月前には、未申請の方に再度通知を送付した。結果、期限までに多くの申請があり
支援率は目標値に近い数値となった。

進捗状況
事業期間

進捗状況 事業開始年月日 事業完了年月日

完了 R5.7.31 R5.12.18

種別

交付金の区分
重点支援分

(低所得世帯支援分)
国の経済対策との関係

④-Ⅳ．コロナ禍において物価高騰等に
直面する生活困窮者等への支援

重点交付金における
種類 - その他 ―

事 業 の 対 象

令和5年度分の住民税均等割非課税世帯、令和5年の家計急変世帯

事業費
（円）

総事業費
交付金充当経費 国庫補助額 その他

5,321,559 5,321,559 0 0

(通信運搬費)

　郵便代

　返信用封筒

役務費

2,400枚

860,438円

(手数料)

　口座振替手数料

1式

1式

292,604円

　窓明封筒(確認書通知用)

　窓明封筒(支払通知用)

　事務用品

時間外勤務手当

電算業務委託料

1式

1式

1式

313,622円

電話増設工事

(印刷製本費)

1式

2,400枚

2,400枚

事業概要

目 的 ・ 内 容

　事業Ｎｏ．1に係る事務経費

経 費 の 内 訳

総　額 5,321,559 円

需用費

コールセンター事務委託料

(消耗品)

3,818,595円

36,300円

1式

工事請負費

職員手当等

委託料

コロナ交付金活用(充当)事業　実施状況・効果検証シート

R5 年度

No, 2 事業名
電力・ガス食料品等価格高騰生活支援
特別給付金給付事業
(事務費)

担当課 社会福祉課
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定量的評価
キャッシュレス決済

利用件数

目標値 実績値

効果検証

効果 １.非常に効果的であった

達成率

5,000件 184,255件 36,851.1%

定性的評価

キャッシュレス決済サービスを活用したポイント還元キャンペーンを実施し、家計の負担軽減、地域
経済の活性化に繋がった。目標を大きく上回る利用があり、幅広く生活者、事業者を支援すること
ができたと考える。
　ポイント還元事業に併せて、スマホによるキャッシュレス決済の使い方講座を開催し、キャッシュ
レス決済の普及促進に繋がった。

市民への
周知方法

市ホームページ 市報 その他(具体的に)

種別

交付金の区分
重点支援分

(推奨事業メニュー分)
国の経済対策との関係

④-Ⅳ．コロナ禍において物価高騰等
に直面する生活困窮者等への支援

重点交付金における
種類

③消費下支え等を通じた生活者支援 その他 ―

国庫補助額 その他

36,785,825 36,785,825 0 0

進捗状況
事業期間

進捗状況 事業開始年月日 事業完了年月日

完了 R5.6.30 R6.2.1

事業費
（円）

総事業費
交付金充当経費

キャッシュレス決済ポイント還元事業
負担金

1式

キャッシュレス決済ポイント還元事業
委託料

1式

負担金 33,663,045円

委託料 2,011,900円

(手数料)

事業概要

目 的 ・ 内 容

コロナ禍において物価高が続く中で、キャッシュレス決済利用額の10％をポイント還元することで消費を下支え
し、生活者及び事業者を支援する。

経 費 の 内 訳

総　額 36,785,825 円

役務費 1,110,880円

キャンペーンプラットフォーム手数料 1式

事 業 の 対 象

キャッシュレス決済利用者、市内キャッシュレス決済加盟店

コロナ交付金活用(充当)事業　実施状況・効果検証シート

R5 年度

No, 7 事業名 キャッシュレス決済ポイント還元事業 担当課 商工振興・企業誘致課
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金
額
#

#

#

定量的評価
プレミアム付商品券
の販売金額に対する

利用率

目標値 実績値

効果検証

効果 １.非常に効果的であった

達成率

95% 96.3% 101.4%

定性的評価
商品券について、「一般小売店専用、大型店共通」を併せて発行することで、商品券の利用が大型
店に偏ることないよう工夫して実施した。結果、小規模店も含めた幅広い業種での使用があり、地
域経済の加活性化に繋がったほか、生活者の支援を図ることができた。

市民への
周知方法

市ホームページ 市報 その他(具体的に) 商工会による折込チラシ

種別

交付金の区分
重点支援分

(推奨事業メニュー分)
国の経済対策との関係

④-Ⅳ．コロナ禍において物価高騰等
に直面する生活困窮者等への支援

重点交付金における
種類

③消費下支え等を通じた生活者支援 その他 ―

事業費
（円）

総事業費
交付金充当経費 国庫補助額 その他

38,523,667 38,523,667 0

進捗状況
事業期間

進捗状況 事業開始年月日 事業完了年月日

完了 R5.7.18 R6.3.22

市民、市内事業所

0

6,600

4,400

396,000

事 業 の 対 象

303,600

73,700

11,000

事業概要

目 的 ・ 内 容

コロナ禍において物価高が続く中で、プレミアム付商品券（プレミアム率20%、発行総額2億4千万円）を商工会を
通じ販売することで消費を下支えし、生活者及び事業者を支援する。

経 費 の 内 訳

総　額 38,523,667 円

補助金 38,523,667円

商工振興事業補助金 1件

コロナ交付金活用(充当)事業　実施状況・効果検証シート

R5 年度

No, 8 事業名 プレミアム付商品券発行事業 担当課 商工振興・企業誘致課
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単
価

金
額

# #

# #

# #

# #

# #

定量的評価 支援件数

目標値 実績値

効果検証

効果 １.非常に効果的であった

達成率

260件 241件 92.7%

定性的評価
エネルギー価格高騰により、経費の上昇に苦慮している市内事業所に対し、電気代及び燃料代の
一部を補助することで事業者への支援ができた。目標としていた支援件数についても概ね達成す
ることができ、一定の効果があったと考える。

市民への
周知方法

市ホームページ 市報 その他(具体的に)

種別

交付金の区分
重点支援分

(推奨事業メニュー分)
国の経済対策との関係

④-Ⅱ．エネルギー・原材料・食料等安
定供給対策

重点交付金における
種類

⑦中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援 その他 ―

進捗状況
事業期間

進捗状況 事業開始年月日 事業完了年月日

完了 R5.7.31 R6.1.9

32,882,000円

エネルギー価格高騰対策支援事業
補助金

241件

市内事業者

事業費
（円）

総事業費
交付金充当経費 国庫補助額

その他
（一般財源）

33,493,847 33,493,847 0 0

エネルギー価格高騰対策支援事業委託料 1式

　郵便料(勧奨はがき) １６６通

(通信運搬費)

事業概要

目 的 ・ 内 容

コロナ禍においてエネルギー価格の高騰が続く中で、市内事業者に対しエネルギー価格高騰分の一部を補助する
ことで、市内事業者を支援する。

経 費 の 内 訳

総　額 33,493,847 円

役務費 30,870円

　郵便料(決定通知) ２４３通

事 業 の 対 象

委託料 580,977円

補助金

コロナ交付金活用(充当)事業　実施状況・効果検証シート

R5 年度

No, 9 事業名 事業者に対するエネルギー価格高騰分支援事業 担当課 商工振興・企業誘致課
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100%

定性的評価

飼料価格高騰が畜産業者の経営を圧迫するなど、事業活動に大きく影響しているなか、国、県か
らの支援で不足する部分を市により支援することで、経営の安定化、事業継続に繋がった。対象と
なる畜産業者に対し、直接事業内容の説明をするなど、効果的な支援とするため工夫して取り組
むことができた。

効果検証

効果 １.非常に効果的であった

達成率
定量的評価

対象事業者の
事業継続率

目標値 実績値

100% 100%

市民への
周知方法

市ホームページ 市報 その他(具体的に) 対象となる市内畜産農家へ通知

R5.9.1 R6.1.9

種別

交付金の区分
重点支援分

(推奨事業メニュー分)
国の経済対策との関係

④-Ⅱ．エネルギー・原材料・食料等安
定供給対策

重点交付金における
種類

⑥農林水産業における物価高騰対策支援 その他

進捗状況
事業期間

進捗状況 事業開始年月日 事業完了年月日

完了

―

　飼料価格高騰対策支援事業補助金 18件

事 業 の 対 象

市内畜産業者

事業費
（円）

総事業費
交付金充当経費 国庫補助額 その他

7,336,004 7,336,004 0 0

事業概要

目 的 ・ 内 容

コロナ禍において飼料価格の高騰が続く中で、市内畜産業者に対し飼料価格高騰分の一部を補助することで、市
内畜産農家を支援する。

経 費 の 内 訳

総　額 7,336,004 円

役務費 4,004円

(通信運搬費)

　郵便料 35通

補助金 7,332,000円

コロナ交付金活用(充当)事業　実施状況・効果検証シート

R5 年度

No, 10 事業名 畜産業者に対する飼料価格高騰分支援事業 担当課 農林振興課
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単
価

金
額

# #

# #

# #

# #

# #

# #

# #

# #

# #

100%

定性的評価
食材料費が高騰するなか、価格高騰分を公費で補うことで保護者負担を増やすことなく、質・量を
維持し、安全安心な食材を使用した給食を提供することができた。

効果検証

効果 １.非常に効果的であった

達成率
定量的評価

給食についての
保護者負担

目標値 実績値

保護者負担増ゼロ 保護者負担増ゼロ

市民への
周知方法

市ホームページ 市報 その他(具体的に)

R5.4.1 R6.3.31

種別

交付金の区分 通常分 国の経済対策との関係
④-Ⅳ．コロナ禍において物価高騰等
に直面する生活困窮者等への支援

重点交付金における
種類 - その他

進捗状況
事業期間

進捗状況 事業開始年月日 事業完了年月日

完了

―

事業費
（円）

総事業費
交付金充当経費 国庫補助額 その他

9,228,228 4,204,000 0 5,024,228

事業概要

目 的 ・ 内 容

コロナ禍において食材料費の高騰が続くなかで、子育て世帯を支援するため、学校給食材料費の価格高騰分を公
費で補い、保護者負担を増額やすことなく、学校給食の質・量を維持する。

経 費 の 内 訳

総　額 9,228,228 円

需用費 9,228,228円

賄材料費(高騰分) 1式

事 業 の 対 象

園児、児童生徒及び保護者

コロナ交付金活用(充当)事業　実施状況・効果検証シート

R5 年度

No, 12 事業名 学校給食費物価高騰対応事業 担当課
教育総務課

(給食センター)
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定量的評価
対象事業者の
事業継続率

目標値 実績値

効果検証

効果 １.非常に効果的であった

達成率

100% 100% 100%

定性的評価
エネルギー価格が高騰するなか、指定管理者に対し、原油価格・電気価格高騰分の一部を補助する
ことで、安定的かつ継続的な施設運営、サービス提供を図ることが出来た。

市民への
周知方法

市ホームページ 市報 その他(具体的に)

R6.3.22 R6.3.29

種別

交付金の区分
重点支援分

(推奨事業メニュー分)
国の経済対策との関係 ④-Ⅰ．原油価格高騰対策

重点交付金における
種類

⑨推奨事業メニューよりも更に効果が
あると考える支援

その他 特定事業者支援等

進捗状況
事業期間

進捗状況 事業開始年月日 事業完了年月日

完了

公共施設指定管理者(宙舟の湯、水晶の湯、市民プール)

事業費
（円）

総事業費
交付金充当経費 国庫補助額

その他
（一般財源）

7,232,000 5,366,657 0 0

事業概要

目 的 ・ 内 容

　コロナ禍においてエネルギー価格の高騰が続くなかで、公共施設の安定的・継続的な運営を支援するため、施設
を管理する指定管理者(宙舟の湯、水晶の湯、市民プール)に対して、エネルギー価格高騰分の一部を支援する。

経 費 の 内 訳

総　額 7,232,000 円

補助金 7,232,000円

・水晶の湯

・宙舟の湯

指定管理施設電気価格等高騰対策支援補助金

事 業 の 対 象

・市民プール

コロナ交付金活用(充当)事業　実施状況・効果検証シート

R5 年度

No, 13 事業名
指定管理者に対するエネルギー価格高
騰分支援事業

担当課
観光・シティプロ
モーション課、文
化・スポーツ課
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